




















（Balanced Scorecard : BSC）は、ハーバード大学教授の Robert S. Kaplan と世界的に著名な独立コンサル
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戦略マップや BSC の４つの視点から考察している。これら４つの章の特徴は、BSC の一般的フレームワー
クに、前章までの世界大学ランキング等の分析から抽出された成功要因と、それに関連する追加的な論点
（たとえば、アメーバ経営や寄付金の獲得等）を加えた点にある。そして、終章となる第９章では、地方大








































































































































































































ものに限定されている。しかしながら、Kaplan/Norton による BSC そのものの有用性の考察や、世界大学
ランキング（THE）等に基づいた国際化の成功要因の抽出等の作業では、欧米の文献や資料を積極的に用
いている。また、荒木氏は龍谷大学グローバル教育推進センター事務部長等の同大学の国際化のセクション
の幹部として長年の実務経験を有し、年に複数回の海外出張等を通じて諸外国の大学関係者と形成した国際
ネットワークは大きく、諸外国の大学関係者にしばしばコンタクトを取りながら、本研究論文を完成させて
いる。そうした意味において、荒木氏の研究内容には十分な国際性が潜在するものと評価することができる。
　その他、本論文では一連の考察を展開するエビデンスを、文献渉猟だけではなく、アンケート調査やヒア
リング・インタビューを通じて入手している。特にインタビューの対象とされた山口県立大学（匿名）、国
際教養大学（理事長兼学長・副学長・事務局長）、会津大学（理事長兼学長・副学長兼理事他）、芝浦工業
大学（グローバル推進センター部門長他）、東北大学（副理事兼総長特別補佐）、滋賀大学（理事兼副学長）、
滋賀県立大学（元副学長）、九州大学（元理事・学務部長）、東北公益文科大学（匿名）等の諸大学では、各
地方大学の国際化で重要な地位を占める責任者とのインタビューを長時間にわたって実施している。これに
よって得られた情報は、各地方大学の国際化とそれを推進する中枢人材による言明であり、研究における証
拠資料としての価値はきわめて高いものである。こうした証拠価値の高い言明により論文全体がまとめられ
ているという点は、本論文の非常に大きな長所として指摘しておかなければならない。
２　本論文の課題と審査委員会の結論
　本論文は、以上の理由から、地方大学の国際化と地方創生の展開に新たな学術的貢献をもたらす非常に優
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れた研究成果と評価することができる。特に、戦略マップと BSC の基本的なフレームワークに、地方大学
国際化のための成功要因を関連付け、それらを BSC 経営戦略として策定し、その実践のためのテンプレー
ト（実践的なフレームワーク）を提示するという研究アプローチは、説得的であり実践的にも有用である。
　しかしながら本論文には、いくつかの問題点や課題を示唆することもできる。もとより、これらの問題点
や指摘はいずれも本論文の価値をいささかも減じるものではない。しかし、学位論文申請者による今後の研
究の一層の発展に期待を寄せる意味で、次の２点を指摘しておきたい。
　第１に、インタビュー等調査の対象についての改善である。地方国立大学は別として、経営状況が厳しい
小規模地方私立大学に焦点をあて、事例研究をより詳細に行うことで、本研究の優位性が一層高まるものと
期待される。また、国際教養大学、会津大学、立命館アジア太平洋大学は、創立当初から国際化を念頭にお
いて創立された大学である。本論文では、国際化の成功要因を探求するという理由で、こうした大学を調査
の対象としており、そのことにも相応の説得性は認められるべきではあるが、より一層の論理的な根拠の明
示にも期待したい。
　第２に、地方大学における財政危機の原因究明についてである。本研究では BSC を戦略策定の基本フレー
ムワークとして採用している。その大きな根拠は、その他の手法では財務的な要素を戦略策定に論理的に関
連付けることが困難であるという整理に基づいている。それゆえ、本研究論文では、財務的状況とその赤字
原因の究明は重要な問題とされるべきである。地方小規模私立大学は、概ね危機的な財政環境にあるとい
える。しかし、実際にはそれぞれが置かれている状況は異なり、解決すべき課題も異なることが推測される。
例えば、①学部学科構成や人的資源である教員の多様性が確保できているかどうか、②経営人材としての事
務職員が育成できているのかなどの問題が、どう財政に影響を及ぼしているのかをさらに詳細に追究するこ
とで、BSC における業務プロセスの視点や学習と成長の視点で、本研究はより斬新な知見を発見しうるの
ではないかと期待される。
　本審査委員会は、このような問題点と課題が指摘可能であるとはいえ、これらはいずれも今後の研究の発
展の方向性を示すものであり、本研究の本質的な意義と価値を揺るがすものではないと考える。また、研究
の緻密さと研究手法としての独創性、さらには、膨大な文献渉猟・インタビュー調査から導出された結論の
妥当性を歪めるものでもない。
　本学位申請論文の申請者である荒木利雄氏は、大学行政管理学会全国大会において合計２回の研究報告を
行い、査読論文２本を含め合計４本の研究論文（単著４本）と１冊の単著『大学経営国際化の基礎』を公刊
している。同書に対しては、『大学職員論叢』（公益財団法人大学基準協会発行）第６号、2018（平成30）年
３月31日発行において、土居希久氏（大学基準協会大学評価・研究部審査・評価系主幹）による書評が加え
られている。そこでは、大学経営について幅広い観点から研究を展開する筆者に敬意を表するとともに、実
務に基づいた研究の今後の発展に期待するという趣旨の、高い評価が与えられている。
　以上により、審査委員会は全員一致で、荒木利雄氏の学位申請論文が、博士（先端マネジメント）の学位
に相当する論文であると判断し、荒木利雄氏に学位を授与されるように推薦するものである。
